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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第６期

当第３四半期
連結累計期間

第６期
当第３四半期
連結会計期間

第５期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 170,912 50,190 303,073

経常利益 (百万円) 952 450 5,333

四半期純損失（△）
又は当期純利益

(百万円) △7,883 △1,080 3,161

純資産額 (百万円) ─ 21,488 31,021

総資産額 (百万円) ― 157,111 174,321

１株当たり純資産額 (円) ― 201.06 290.36

１株当たり四半期純損失（△）
又は当期純利益

(円) △73.84 △10.11 29.61

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) ─ ─ 27.71

自己資本比率 (％) ― 13.7 17.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △32,286 ― 2,789

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 262 ― 306

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,931 ― △7,835

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 12,116 11,281

従業員数 (人) ― 2,562 2,631

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　３　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当たり四半期純損失が計上されて

いるため記載していない。

当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載し

ていない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在
　

従業員数(人) 2,562 [266]

(注) 　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 2,448 [239]

(注) 　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
 至　平成20年12月31日)

建設事業　　　　　（百万円） 56,249

　

(2) 売上実績

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
 至　平成20年12月31日)

建設事業　　　　　（百万円） 50,061

不動産事業等　　　（百万円） 128

    合計　　　　　（百万円） 50,190

(注) １　当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

３　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。

当第３四半期連結会計期間

東京急行電鉄㈱ 　　10,980百万円 21.9％　　

　

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

　

期別 区分

期首繰越

工事高

(百万円)

期中受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

期中完成

工事高

(百万円)

期末繰越

工事高

(百万円)

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

建築工事 192,392163,532355,925127,391228,534

土木工事 53,38631,41984,80636,67448,132

計 245,779194,952440,731164,065276,666

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

建築工事 186,598233,622420,221227,828192,392

土木工事 60,95250,244111,19757,81053,386

計 247,551283,867531,418285,638245,779

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその

増減額を含む。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。
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② 完成工事高

　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

建築工事 1,386 37,173 38,560

土木工事 3,082 7,359 10,442

計 4,468 44,533 49,002

　 (注) １　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

当第３四半期会計期間

東京急行電鉄㈱　 　　10,944百万円 22.3％　　

　

２　当第３四半期会計期間の完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

東京急行電鉄㈱ 恩田第一地区９街区マンション新築工事

在日米陸軍技術本部 米国海軍横須賀基地埠頭改良工事

兵庫県住宅供給公社 グランドパレス高羽再建事業にかかる解体及び建設工事

　

③ 繰越工事高(平成20年12月31日現在)

　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建築工事 4,847 223,687 228,534

土木工事 22,889 25,242 48,132

計 27,736 248,929 276,666

(注)　繰越工事のうち主なものは、次のとおりである。

渋谷新文化街区プロ

ジェクト推進協議会
渋谷新文化街区プロジェクト新築工事（Ａ工事） 平成29年３月　完成予定

二子玉川東地区市街地

再開発組合

二子玉川東地区第一種市街地再開発事業に係る施

設建築物新築工事（Ⅰｂ街区）
平成22年11月　完成予定
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したもので　　あ

る。

(1) 業績の状況

① 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気後退を背景とした外需の減速と消

費者心理の冷え込みによる内需の停滞により企業収益が大幅に減少するなど、景気の悪化が顕著と

なった。また、企業の在庫、設備や雇用の過剰感が高まっており、生産・投資活動の縮小や雇用情勢の

急速な悪化がみられた。不動産業界では信用収縮が進み、新興デベロッパーの破綻が相次ぐ等、業況悪

化が顕著となった。 

　建設業界においては、官公庁工事が引き続き低調に推移したほか、民間では設備投資意欲が減退し、

住宅の新規着工戸数も軟調に推移する等、受注環境は極めて厳しい状況にある。 

　このような情勢下において当社グループは、「中期経営計画（2008－2010年度）」で「現場第一主

義」、「目標に対する執念」、「管理から協働への変革」を掲げ、強固な収益基盤の確立に向け、全社

一体での建設コスト低減に取り組んでいる。

　当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は50,190百万円、営業利益は751百万円、経常利益は450

百万円となった。しかしながら、回収が懸念される工事代債権について貸倒引当金繰入額1,207百万円

を特別損失に計上したことや、税金費用等を加味した結果、1,080百万円の四半期純損失となった。 

　

　　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

　　（建設事業）

受注高は、厳しい受注環境の下、56,249百万円を確保したものの、完成工事高については、民間建築

工事の減少等により50,061百万円となった。また、営業利益については1,310百万円となった。
　

　　（不動産事業等）

不動産事業等については、賃貸事業収入等により売上高は128百万円、営業損失は42百万円となっ

た。
　

セグメント別の記載において、完成工事高及び不動産事業等売上高については「外部顧客に対する
売上高」について記載し、営業利益及び営業損失については「消去又は全社」考慮前の金額によって
いる。

　

② 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、売上債権の回収が進み、受取手形・完成工事未収入金

等が33,526百万円減少したこと等により、総資産は前連結会計年度末と比較して17,210百万円減少

し、157,111百万円となった。

　負債の部は、短期及び長期借入金が39,765百万円増加したものの、支払手形・工事未払金等の仕入債

務が40,651百万円減少したことや、期限の到来した新株予約権付社債の償還を行ったこと等により、

前連結会計年度末と比較して7,677百万円減少し、135,623百万円となった。

　純資産の部は、四半期純損失の計上や剰余金の配当を行ったこと等により、前連結会計年度末と比較

して9,533百万円減少し、21,488百万円となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、財務活動に

よる資金収支の増加等により、第２四半期連結会計期間末残高より4,444百万円増加し、12,116百万円

となった。
　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において営業活動による資金収支は、売上債権の減少や未成工事受

入金等の増加等の資金増加要因があったものの、仕入債務の減少、未成工事支出金の増加、不動産

事業に係る立替金の増加等の資金減少要因により、15,599百万円の資金減少となった。
　

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において投資活動による資金収支は、有価証券の償還による収入等

により、331百万円の資金増加となった。
　

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において財務活動による資金収支は、短期及び長期借入金による収

入等により、19,765百万円の資金増加となった。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の見通しについては、企業収益の悪化から景気の一層の下振れ懸念もあり、予断を許さな　　い状

況が続くと思われ、建設業界においても、公共投資の縮減や民間設備投資の減少等により建設投資の更

なる縮小が予測される等、極めて厳しい経営環境が続くと思われる。 

　当社は当連結会計年度において多額の当期純損失を計上する見通しであることから、無配を予定して

いる。急激な経営環境の変化に柔軟に対応し、安定性ある経営と企業価値の最大化を実現するため、組

織運営の効率化や工事原価の低減等に取り組み、業績向上に邁進するとともに、全役職員が内部統制シ

ステムの厳格運用によるコンプライアンス経営の推進に不断の努力を重ねる所存である。 

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費は165百万円であった。

なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　特記事項なし。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 106,761,205106,761,205
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は10株

計 106,761,205106,761,205― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

─ 106,761 ─ 16,354 ─ 3,893

　

(5) 【大株主の状況】

　 大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握し

　 ていない。
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(6) 【議決権の状況】

　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主が把握できず、記載

　 することができないので、直前の基準日である平成20年９月30日現在の株主名簿により記載して　　　　　　　

　 いる。

① 【発行済株式】

 　 平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

　　　　　　10,530
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

　　　　106,706,480
10,670,648 ―

単元未満株式
普通株式

　　　　44,195
― 一単元（10株）未満の株式

発行済株式総数 106,761,205― ―

総株主の議決権 ― 10,670,648 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株

式がそれぞれ4,060株（議決権406個）及び５株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　  平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東急建設株式会社

東京都渋谷区渋谷１－16－14 10,530 ─ 10,530 0.01

計 ― 10,530 ─ 10,530 0.01

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 389 413 385 374 370 350 307 252 255

最低(円) 329 354 358 330 269 290 149 197 210

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

る。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　　名 異動年月日

代表取締役
 

常務執行役員
建築総本部長、
国際部担当

代表取締役
 

常務執行役員
建築総本部長、
安全環境品質部・国際部担当

本　村　正二郎 平成20年10月１日

代表取締役

常務執行役員
営業総本部長、
安全環境品質部担当

代表取締役

常務執行役員
営業総本部長兼
営業推進本部長

飯　名　隆　夫 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 12,116 11,281

受取手形・完成工事未収入金等 ※１
 61,752 95,279

有価証券 － 400

未成工事支出金 22,629 15,323

不動産事業支出金 2,109 1,805

材料貯蔵品 85 196

販売用不動産 1,951 1,994

繰延税金資産 2,367 3,905

その他 19,251 6,216

貸倒引当金 △1,314 △191

流動資産合計 120,950 136,211

固定資産

有形固定資産 ※２
 12,000

※２
 12,171

無形固定資産 117 90

投資その他の資産

投資有価証券 12,929 14,621

長期貸付金 1,035 1,109

繰延税金資産 5,546 7,096

その他 ※３
 7,220

※３
 3,492

貸倒引当金 ※３
 △2,689

※３
 △470

投資その他の資産合計 24,043 25,848

固定資産合計 36,161 38,110

資産合計 157,111 174,321

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※１
 63,436 104,087

短期借入金 37,465 －

1年内償還予定の社債 － 6,300

未払法人税等 249 280

未成工事受入金等 19,502 16,072

完成工事補償引当金 879 988

工事損失引当金 119 404

賞与引当金 715 1,507

預り金 6,295 7,418

その他 1,183 1,051

流動負債合計 129,847 138,111

固定負債

長期借入金 2,300 －

退職給付引当金 3,277 4,993

長期預り保証金 197 195

固定負債合計 5,775 5,189

負債合計 135,623 143,300
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 3,893 3,893

利益剰余金 1,539 9,926

自己株式 △37 △38

株主資本合計 21,749 30,136

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △316 654

為替換算調整勘定 30 204

評価・換算差額等合計 △285 859

少数株主持分 24 25

純資産合計 21,488 31,021

負債純資産合計 157,111 174,321
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高

完成工事高 168,855

不動産事業等売上高 2,057

売上高合計 170,912

売上原価

完成工事原価 158,037

不動産事業等売上原価 1,545

売上原価合計 159,583

売上総利益

完成工事総利益 10,818

不動産事業等総利益 511

売上総利益合計 11,329

販売費及び一般管理費 ※１
 9,984

営業利益 1,345

営業外収益

受取利息 34

受取配当金 131

その他 113

営業外収益合計 278

営業外費用

支払利息 196

訴訟関連費用 142

持分法による投資損失 25

その他 308

営業外費用合計 672

経常利益 952

特別利益

関係会社株式売却益 80

特別利益合計 80

特別損失

投資有価証券評価損 459

貸倒引当金繰入額 4,909

特別損失合計 5,369

税金等調整前四半期純損失（△） △4,336

法人税、住民税及び事業税 132

法人税等調整額 3,414

法人税等合計 3,546

少数株主損失（△） △0

四半期純損失（△） △7,883
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高

完成工事高 50,061

不動産事業等売上高 128

売上高合計 50,190

売上原価

完成工事原価 46,395

不動産事業等売上原価 73

売上原価合計 46,469

売上総利益

完成工事総利益 3,666

不動産事業等総利益 54

売上総利益合計 3,720

販売費及び一般管理費 ※１
 2,969

営業利益 751

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 46

その他 28

営業外収益合計 77

営業外費用

支払利息 95

為替差損 104

持分法による投資損失 104

その他 73

営業外費用合計 378

経常利益 450

特別損失

投資有価証券評価損 274

貸倒引当金繰入額 1,207

特別損失合計 1,481

税金等調整前四半期純損失（△） △1,031

法人税、住民税及び事業税 44

法人税等調整額 3

法人税等合計 47

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △1,080
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △4,336

減価償却費 286

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,341

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,715

持分法による投資損益（△は益） 25

受取利息及び受取配当金 △165

支払利息 196

売上債権の増減額（△は増加） 33,526

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,305

たな卸資産の増減額（△は増加） △150

未収入金の増減額（△は増加） 1,317

立替金の増減額（△は増加） △13,936

破産更生債権等の増減額（△は増加） △3,878

仕入債務の増減額（△は減少） △40,651

未払金の増減額（△は減少） △250

未成工事受入金等の増減額（△は減少） 3,430

預り金の増減額（△は減少） △1,123

その他 △729

小計 △32,120

利息及び配当金の受取額 222

利息の支払額 △198

法人税等の支払額 △190

営業活動によるキャッシュ・フロー △32,286

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △200

有価証券の償還による収入 400

投資有価証券の取得による支出 △102

投資有価証券の売却による収入 55

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

110

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 262

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 37,465

長期借入れによる収入 2,300

社債の償還による支出 △6,300

配当金の支払額 △533

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 32,931

現金及び現金同等物に係る換算差額 △73

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 834

現金及び現金同等物の期首残高 11,281

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,116
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事

項の変更

 (1)連結の範囲の変更

田園都市設備工業株式会社については、保有株式を売却したことから、第２四半期

連結会計期間より連結の範囲から除外している。

 (2)変更後の連結子会社の数

３社

２　持分法の適用に関する

事項の変更

 (1)持分法適用関連会社の変更 

あすか創建株式会社については、同社が自己株式を取得し、それに伴い同社に対す

る持分比率が増加したことから、第２四半期連結会計期間より持分法適用の範囲に

含めている。

 (2)変更後の持分法適用関連会社の数 

４社

３　会計処理基準に関する

事項の変更

　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　①未成工事支出金、不動産事業支出金及び販売用不動産

　　従来、個別法による原価法によっていたが、第１四半期連結会計期間より

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

　　５日）が適用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額につ

　　いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定している。

　　これによる当第３四半期連結累計期間に係る損益及びセグメント情報に与え

　　る影響は軽微である。

　　　②材料貯蔵品

　　従来、主として総平均法による原価法によっていたが、第１四半期連結会計

　　期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成

　　18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法

　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

　　り算定している。

　　これによる当第３四半期連結累計期間に係る損益及びセグメント情報に与え 

　　る影響は軽微である。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
 当第３四半期連結会計期間末 

(平成20年12月31日)
 前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１　※２  有形固定資産の減価償却累計額

                           　2,528百万円

１　※２  有形固定資産の減価償却累計額

                           　2,429百万円

２　偶発債務(保証債務)

(イ)連結会社以外の会社等の借入金に対する保証を

行っている。

全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

※157百万円

㈱オハラ 66

計 223

　　(注)　※の保証金額は、他社分担保証額を除いた当社

の保証債務額である。

２　偶発債務(保証債務)

(イ)連結会社以外の会社等の借入金に対する保証を

行っている。

全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

※157百万円

㈱オハラ 79

計 237

　　(注)　※の保証金額は、他社分担保証額を除いた当社

の保証債務額である。

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

CH.KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO.,LTD.

263百万円

合計(イ)＋(ロ) 487

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

CH.KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO.,LTD.

281百万円

合計(イ)＋(ロ) 518

３　※３　その他（破産債権、更生債権等）と貸倒引当金

の直接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

債権、更生債権等」については、当該貸倒引当

金(当第３四半期連結会計期間末3,196百万

円)を債権から直接減額することとしている。

３　※３　その他（破産債権、更生債権等）と貸倒引当金

の直接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

債権、更生債権等」については、当該貸倒引当

金(当連結会計年度末363百万円)を債権から

直接減額することとしている。

 

４　※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をし

ている。

なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれている。

　受取手形 7百万円

　支払手形 81

 
──────
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。

従業員給料手当 3,392百万円

賞与引当金繰入額 198

退職給付費用 278

貸倒引当金繰入額 1,224

　
当第３四半期連結会計期間 
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。

従業員給料手当 1,401百万円

賞与引当金繰入額 △217

退職給付費用 92

貸倒引当金繰入額 89

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　 　 （平成20年12月31日現在）

現金預金勘定 12,116百万円

現金及び現金同等物 12,116
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　

至 平成20年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期連結会計
期間末株式数（株）

普通株式 106,761,205

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期連結会計 
期間末株式数（株）

普通株式 10,826

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 533 5.00平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間末後となるもの

　　　　該当事項はない。

　

(リース取引関係)

　
所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ているが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載していない。

　

(有価証券関係)

　
当第３四半期連結会計期間末における有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載していない。

　

(デリバティブ取引関係)

　
当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に
　　 対する売上高

50,061 128 50,190 ― 50,190

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

2 5 7 (7) ―

計 50,064 133 50,198 (7) 50,190

   営業利益又は営業損失（△） 1,310 △42 1,268 (517) 751

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に
　　 対する売上高

168,855 2,057 170,912 ― 170,912

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

7 16 23 (23) ―

計 168,862 2,073 170,936 (23) 170,912

   営業利益 3,823 310 4,133 (2,788) 1,345

　
(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　 (1)　事業区分の方法

　　　 　　 日本標準産業分類及び四半期連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

　　　 (2)　各区分に属する主要な事業の内容

　　　 　　 建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

　　　 　　 不動産事業等：不動産の販売、賃貸事業他

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略した。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 
１株当たり純資産額　　　　　　　　　201.06円
 

 
１株当たり純資産額　　　　　　　　　290.36円

 

　

２　１株当たり四半期純損失

　
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

 
１株当たり四半期純損失(△)　　　　 △73.84円
 

 
１株当たり四半期純損失(△)　　　　 △10.11円
 

　
(注)　１　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当たり四半期純損失が計上

    されているため記載していない。

　　当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載

    していない。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目

 当第３四半期連結累計期間

  (自　平成20年４月１日 
   至　平成20年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
  (自　平成20年10月１日 
   至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失

　１．普通株式に係る四半期純損失

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
　(百万円)

△7,883 △1,080

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　 普通株式に係る四半期純損失(△) (百万円) △7,883 △1,080

　２．普通株式の期中平均株式数(千株) 106,750 106,750

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

―――――― ――――――

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。

　

２【その他】

　該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

東急建設株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士　　唐　澤　　　　洋　　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士　　松　尾　　浩　明

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東急

建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急建設株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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